
 

 

 
 
 
◯ 中小企業における IT 活用の状況は着実に進展している。ただし、導入している IT によりそ

の効果は異なる。 

IT導入・活用状況：過去調査との比較
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システム・ソフトウェア・データベース

導入・開設済のITの効果

 
◯ 中小企業は IT により様々な経営課題の改善・解決を図っているが、その効果にはバラつき

がみられる。 
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◯ 製造業では加工型製造業全般で高い効果が認められている。電子商取引実施企業のうちで

は、売上の 50％以上を占める企業も存在。 
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効果「有」 69.2 62.6 72.8 58.0 55.0 71.6 60.0 57.9 71.3 76.0 69.6 76.8 76.2 55.5
効果「無」 5.0 5.0 5.7 6.0 10.0 3.7 5.0 10.5 7.5 4.8 4.5 2.7 1.6 3.7
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製造業　IT活用の総合的な効果

売上・販売額全体に占める電子商取引（注）の比率（製造業）
（電子商取引実施企業のみ）
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（注）電子商取引：コンピューター・ネットワーク・システムを介して商取引が行われ、かつその成約金額が捕捉されたもの。
製造業の電子商取引実施割合は、HPでの販売・注文の受付22.0％、EDI28.5％、その他7.9％（複数選択）

 

繊維
生産状況数を確認し、受注数に合わせた生産を
する様になった。デザインをメールにより取り
込み生産することができる様になった。

各工程の不良在庫がなくなった。紙からより速
くサンプルＵＰができる様になった。

 
繊維 ネット販売をすることで、既存問屋との関係を良好に維持できるかが難しい  
繊維

業界的にＩＴ化に対し、後発になっている感があるし、従業員の年齢の高さなども有り、思い切った改
革ができていないような気がします。従業員のスキルアップが鍵になると思います。

化学

社内ＬＡＮ生産販売管理システムは全て自社で
構築した。

自社の業態に必要なプログラムのみを取り入れ
て運用する事が実現したがパッケージ・ソフト
等既製のものではないのでマニュアル整備が追
いつかない側面もある  

化学
当社オリジナル生産管理システムを導入に依
り、社内工数、仕入等の原価管理を徹底する事
を実現。

売価との関連付けに依り原価分析を行ない、不
採算事業へのテコ入れ、取引き先の見直し等に
より利益の確保の充実化を図った。  

金属製品
事務系は２７年前からＩＴ化に取り組み、零細企業ではありますが経理．財務からはじまって生産管
理．在庫管理まで自社プログラムで運用しています。５年前の得意先ＥＤＩ対応についても、何らの問
題もなく対応しましたが、技術系は大変遅れ、ＣＡＤ／ＣＡＭは今年導入したばかりです。  

一般機械

ＣＡＤデータ変換ソフト導入でインターネット
及びメールで入手した顧客のＣＡＤデータの即
図面化とインターネットによる資料の検索で問
題点を解消

迅速かつ正確な製品造りが可能となり、結果短
期納入ができ顧客の満足度と信頼感向上に寄与
している

一般機械

物づくりのデジタル化対応のため設計・製造・
検査を一貫生産システムにする。（ＣＡＤ／Ｃ
ＡＭ／ＣＡＥ／ＣＡＴ（注））

・製作工数は従来の１／３・製作コストは従来
の１／２・品質面は最終組立精度±０．１ｍｍ
以下・事前シミュレーションにより製作後の手
直しゼロ  

電気機器

社内にファイルサーバ、業務サーバ、メール
サーバ、ウィルスサーバを構築し、個人ファイ
ル、部門ファイル他全てクライアントＰＣでな
くサーバに保管管理し、２重化し、更に一週間
毎日バックアップ（テープ）更新保管してい
る。各人がパスワードを持ってアクセスする。

全ての情報が２重３重にセキュリティーバック
アップ管理されて、万一システムダウンしても
対応可能。業務はカスタム開発ソフトにより、
データがリンクして効率向上にもなっている。

 
精密機器 ＩＴ化はとても便利ですが、パソコンの故障．データの消失などＩＴに頼れば頼る程、不安です。  

【自由記載より】 

平成 20年 5月 1日
商工中金調査部

（注）CAD（Computer Aided Design）、CAM(Computer Aided Manufacturing)、CAE（Computer Aided Engineering）、CAT（Computer Aided Testing）はコ

ンピュータ技術を活用して製品の設計、製造、工程設計、試験等を行うこと。 



 

 

◯ 非製造業では情報通信業をはじめ、建設業、飲食・宿泊業などで比較的高い効果。電子商取

引実施企業のうちでは、仕入の 50％以上を占める企業も存在。 
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非製造業　IT活用の総合的な効果

仕入・調達・購買額全体に占める電子商取引の比率（非製造業）
（電子商取引実施企業のみ）
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非製造業の電子商取引実施割合は、「HPでの販売・注文の受付」23.2％、EDI19.3％、その他9.2％（複数選択）  
 

建設業 ＣＡＤの活用により工場での加工の能率が格段に向上した様に、様々な面での運用が見込まれる。

建設業

１．オフコン系システムとウインドウズ系シス
テムとのリンク２．社内ランの構築

１．管理帳票管理シートの自動作成による省力
化、効率化２．人の動きがより見えるようにな
り報告、連絡、相談のスピード化、緊密化によ
るコミニュケーション力強化につながった。  

機械・金属・鉱
物・石油卸売業

外部よりの不正アクセスが増加して困っている

その他卸売業
コンピューターウィルスによりかなりの期間使用不可対策ソフト等で費用増加。いらぬ経費増となっ
た。今後社内での対応ルール等思案中

その他卸売業
・国内仕入先への発注をＥＤＩ化した。・パー
ト社員教育の為、Ｅ－ｌｅａｒｎｉｎｇを開始
した。

・総発注額の約７０％がＥＤＩ化でき業務の効
率化が進んだ。・月３～４時間の個別教育が実
施でき、精度やモラルのアップにつながった。

道路貨物運送
運輸業

販売管理給与会計などのデータをＤＷＨ（注：
Data Ware House）に取込みポータルサイトで分
析参照を可能にした。（自社開発）

・前日の売上がリアルで分かるようになり経営
判断のスピードＵＰにつながった・求められる
情報がかんたんに取り出す事が可能となった  

道路貨物運送
運輸業

１．配車の状態をＩＴ化し皆で配車を見られる
ようにした２．個車別の損益をＩＴ化し、それ
ぞれの損益はどうなっているのかを明確にした

１．無理な配車や非効率な配車がないかがわか
るようになった２．収益を重視した活動に心掛
けるようになった  

道路貨物運送運
輸業

ソフトのカスタム…オフコン指向は時代に合わなくなっているので汎用性の高い市販ソフトを使いコス
ト削減が可能となった  

旅館・ホテル
ホームページ英語版の作成 海外客の誘致

旅館・ホテル
ホームページからの申し込み対応やメールマガ
ジンの配信を行なっている。

ネット扱いの利用客が２５％になった。

旅館・ホテル
・ＨＰの充実による予約ｅｔｃへの活用 ・顧客の囲い込に成功

 

【自由記載より】 



 

 

◯ IT 化の障害や制約では、コストが高いこと、人材の不足、社内体制、セキュリティー等がハ

ードルとなっている。 
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◯ 各種の解決策等により改善を図り、中小企業が更にITを有効活用していくことが期待される。

IT化の障害や制約の解決策（現状と今後）
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電気機器
ＩＴ化は流行ではいけない。企業体質強化策として具現化しなければ意味がない。戦略を立案し、効果
を確認しながら進めて行きたいと考えている。  

輸送用機器
・経営戦略に沿ったＩＴ導入が重要・ＩＴ導入だけでなく現場の業務改善を同時多発的に実施する事が
重要。  

情報サービス
ＩＴ化といっても、業務内容によって、やり方も効果も、一律ではないと思います。ＩＴ化を進めるの
が目的ではなく、どういうことをしたいか、どうなるべきか、という目的を明確にとらえ、あくまでも
ＩＴは手段として、用いるべきで、ＩＴ化そのものではない気がします。  

 

⇒詳細は本編をご覧下さい。 

 

（お問い合わせ先）         商工中金 調査部／百武
ひゃくたけ

  TEL：03－3246－9370 

 

【自由記載より】 


